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◆ 研究ノート ◆
母国で出産した外国人に対する母子保健研究
－多文化ソーシャルワーク領域におけるアクションリサーチを通して－
西 原 雅 子＊
1．本研究の目的
近年外国人の流入が進み、政治、教育、医療、労働など日本の社会において様々な福祉的課題を
生み出している。それに伴い、多様な外国人への対応が必要不可欠となっており、特に母子保健・
医療の分野では重要な課題となっている。
筆者は外国人支援を行う NPO（NPO 法人 CHARM）にインターンに行かせていただいた際、日
本で出産する外国人母親が様々なニーズを抱えていることがわかった。こうした問題を受け、筆者
も参加し、日本で出産した経験を有する母親を調査した。その調査中、文化的背景から母国に一時
帰国し出産した外国人女性が少なからずいることが明らかになった。また、どうして外国人母親が
日本ではなく母国で出産をするのか、その要因を探ることで、外国人が日本で出産する際の障壁を
明らかにしたいと考えた。母国で出産した外国人母親が、日本の子育て支援サービスや母子保健事
業（母子健康手帳の交付、妊産婦および乳幼児の健康診査、妊産婦および乳幼児の保健指導など）
につながっているのかどうか、調査する必要性を感じた。
研究の手法には CBPR（community-based participatory research＝参加型アクションリサーチ）を
採用する。CBPR は抑圧・周縁化されてきたコミュニティの状況改善やエンパワメントを目的とし
た研究パラダイムに基づくアプローチであり志向である（武田，2015）。近年、さまざまな領域で
調査等に当事者を調査の過程に参加させるアクションリサーチの関心が高まってきており、特に公
衆衛生の分野で CBPR が行われている。CBPR は、参加型でニーズ把握をするだけでなく、調査
結果を当事者との協働によって状況改善やソーシャルアクションに結びつけていこうとするもので
ある。
1.1 先行研究
現在の母子保健事業には、在留資格に関係なく受けることのできる可能性のある母子保健手帳、
妊婦健康診査、新生児訪問、予防接種、医療助成制度がある。従来から日本の児童福祉法や母子保
健法は国籍（出身地）や在留資格を問わず、オーバーステイ（超過滞在）であっても適用されてき
た（李，2015）。
──────────────
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1.2 先行研究
日本の母子保健システムは、外国人にとって複雑で理解しにくいため、母国の医療システムや
サービスを受けるにあたって考え方の違いから戸惑うことなどが指摘され、母子保健制度の存在そ
のものがわからないことなどが生じている（青山ら，2014；李，2005）。
本来、保健師は乳児家庭全戸訪問や母子手帳の交付、乳幼児健康診査、予防接種などにおいても
外国人と接する機会が多い。地域社会において「夫も外国出生、来日から 3年未満、母親の日本語
理解が不充分」の場合などのハイリスク群である外国人母子へ適切な支援を行うことが望まれてい
る（李，1998）。
樋口（2006）は、母国で出産する場合家族からのサポートが受けられると述べ、日本で出産する
場合は孤独感や不安感が募ると示しているが、母国で出産した外国人母子が日本で子育てする際、
日本の母子保健制度の利用や子育てサービスとの接点については指摘していなかった。そのため、
本研究においては、インタビュー項目に、日本の母子保健制度の利用に関する質問事項を設けた。
本研究では、研究手法として参加型アクションリサーチ（community-based participatory research
＝コミュニティを基盤とした参加型リサーチ）の手法を用いる。
CBPR は人種的マイノリティなどさまざまな文化的背景を持つ人たちのコミュニティを対象に行
われることが多く、CBPR の対象となるコミュニティの人たちは資源や情報などへのアクセスが限
られていることが多い（武田，2015）。当事者の声を反映するためにも CBPR は有効であると考え
られる。外国籍住民の声を地域の支え合いの仕組みづくりに反映させるためには、当事者と協働
し、当事者の声を反映させる CBPR が有効であると考えられる。
本研究は、外国人母子保健のためのソーシャルアクションに結びつけ、行政に対し外国人母子の
課題やニーズを行政に対し伝えていくことを目的としている。先行研究から、CBPR は当事者と協
働しながらソーシャルアクションに結びつくのに有効な手法であることが明らかになっている。
2．研究方法
日本において妊娠および育児を経験している在日外国人女性の中で、母国に帰国して出産した外
国人女性を対象とした。また、国籍は限定しなかった。国籍を限定しなかった理由として、どのよ
うな国籍の外国人女性が母国で出産しているのか先行研究では明らかになっていなかったためであ
る。
対象は、関西圏で暮らす母国で出産経験のある外国人女性を対象とし、今回の調査では、戦前・
戦中からの在日韓国・朝鮮人、中国の子孫は除いている。地域を関西圏に限定した理由として、調
査結果から見出されたニーズを大阪市に提案をすることを目的としているためである。
李（2004）によると、日本で暮らす外国人の総称は、在日外国人、対日外国人、在留外国人など
様々であるが、本研究では外国人を 1990年代以降に母国を離れ、現在日本で生活している人と定
義する。母国で出産を目的に一時帰国し、日本で育児経験のある外国人女性を対象とした。半構造
化面接法を用いたインタビューによりデータを収集した。日本語によるインタビューが困難な場合
は、面接場面に通訳を導入した。
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対象者は、日本語教室や教会、外国人支援 NPO から紹介を受けた。筆者が本調査の研究目的や
方法について説明した後、協力の意志が確認された 14名の紹介を得た。しかし、出産後日本に移
住したケースなど 3名を除き、対象者数は 11名となった。なお、国際結婚の現状から、夫が外国
籍であるケースも少なくないことを踏まえ、外国籍男性と結婚した外国人女性も対象とした。
インタビュー内容は調査協力者に承諾を得て録音または筆記し、それを逐語録に起こし、整理し
た。面接時間は 1時間から 2時間程度になるようにした。調査協力者と筆者がこれ以上語ることが
ないと判断した時点で面接は終了した。2017年 7月から 11月にかけて、協力者に半構造化面接を
行った。
分析方法については、佐藤（2008）の質的データ分析法を用いた。分析は、録音したインタビ
ュー内容を逐語録に起こし、各対象者の妊娠・出産の様子、帰国後の子育て、母子保健サービスの
利用、子育てのニーズについて語っている部分を抽出しコード化した。コードの意味内容から類似
性のあるものを集めてカテゴリーに分類した。研究の信頼性と妥当性の確保のために、データ収集
および分析過程において武田丈教授からスーパービジョンを受けた。
語られた内容を深く理解するために、コード分類し、整理する中では、第三者 2名から逐語録を
見てもらいコーディングし、第三者のコーディング結果と自分の結果を照らし合わせた。コード分
類を整理する際にも、第三者からの意見をもらうことで、調査研究の妥当性と信頼性を担保した。
対象人数が少ないため、国籍別の傾向を一般化することは出来ない点に注意した上で分析を行っ
た。
2.1 倫理的配慮
対象者に本研究の目的、方法、本研究の参加は自由意志で、インタビューの途中に中断すること
も可能であること、参加の拒否や途中中断による不利益はないこと、内容は研究以外では使用しな
いこと、個人の名前は特定されないこと、録音内容は逐語録として記録した後は消去することを口
頭及び書面で説明し、同意書に書面を得た。本研究は、関西学院大学「人を対象とする行動学系研
究」倫理委員会に調査の承認を得て行った。
3．結果・インタビュー結果の概要について
3.1 研究参加者の基本属性
研究参加者の基本属性を表 1と記した。年代や国籍、来日年数、在日年数（日本で暮らしている
期間）、在留資格、職業、子どもの数、夫の国籍から属性を表した。
研究参加者は大阪府内および兵庫県内に居住する母国での出産経験のある母親計 11名であった。
参加者の国籍は、韓国籍 4名、台湾籍 4名、フィリピン籍 1名、タイ籍 2名の対象者に協力してい
ただいた。年齢は、20代 1名、30代 6名、40代 4名であった。使用言語は日本語と母国語を使用
していた。11名のうち 7名は日常会話に支障はなかったが、そのうち 3名は日本語のコミュニ
ケーションは難しいと答えていた。在日年数は 20年以上から 2年とばらつきがあった。在留資格
は、日本人の配偶者等が 5名、就業ビザが 1名、家族滞在が 3名、永住者が 1名、永住者の配偶者
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が 1名であった。育児中の子どもは 1～3人とバラつきがあった。来日時の日本語能力は全くでき
ない人が 4名であった。夫が日本人である人は 5名、夫が外国籍である人は 6名であった。
インタビューは毎回同一のインタビューガイドを用いて行われた。実施場所は、研究参加者が利
用している施設（教会・NPO・保育施設）9ヵ所、職場 1ヵ所であった。研究参加者のうち韓国人
4名フィリピン 1名の研究参加者は日本語習得レベルが高く、十分意思疎通を図れることが出来た
ため、通訳を介さずインタビューを行った。その他の参加者には各言語の通訳を介してインタビ
ューを行った。
3.2 母子保健制度の利用
母子保健制度の利用は、妊娠中の受診、母子手帳、保健師の訪問、予防接種、母親教室に関する
質問をし、その有無について聞いた。全員、妊娠中に受診しており、医師の診断を受けていた。ま
た、全員日本語の母子手帳を取得しており、母子手帳を夫が取りに行ったのが 3名、2人で取りに
行ったのが 6名、覚えていない者が 2名であった。乳児家庭全戸訪問の保健師の訪問があったのが
3名、保健師の訪問が無かったのが 8名であった。
予防接種は全員受けていたが、そのうち、母国でのみ予防接種を受けたのが 2名、日本と母国の
2カ国間で予防接種を受けたのは 4名であった。母親教室には 3名の母親が参加していた。そのう
ち 1名は 5回以上参加しており、残り 2名は 1回のみ参加している。
4．調査結果を基にした支援の提案
本研究では、これらのインタビュー調査から得られたデータに対して、コーディングを行い、カ
テゴリー分類した結果、【コミュニケーション】【文化】【制度】【子育てサポート】【情報収集】【連
絡手段】が示された。その結果、母国で出産した外国人における妊娠期・子育て期に必要なサポー
表 1 研究参加者の基本属性
年代 国籍 来日年 在日年数 在留資格 職業 子どもの数 夫の国籍
A さん 40代 フィリピン 1997 20年以上 日本人の配偶者等 パート 3 日本
B さん 30代 韓国 2012 5年 就業ビザ 自営業 2 韓国
C さん 30代 韓国 2011 6年 家族滞在 自営業 3 韓国
D さん 30代 韓国 2007 10年 家族滞在 専業主婦 3 韓国
E さん 20代 タイ 2014 2年 日本人の配偶者等 パート 1 日本
F さん 30代 台湾 2010 7年 日本人の配偶者等 専業主婦 1 日本
G さん 30代 台湾 2015 2年 日本人の配偶者等 専業主婦 2 台湾
H さん 40代 台湾 2008 9年 永住権 専業主婦 1 日本
I さん 40代 台湾 2009 8年 永住者の配偶者 専業主婦 4 中国（華僑）
J さん 30代 韓国 2006 11年 家族滞在 専業主婦 2 韓国
K さん 40代 タイ 2004 13年 日本人の配偶者等 パート 2 日本
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トが明らかになった。本分析の結果から、子育ての時期により必要な支援が異なることが示され
た。本節では、各期間のニーズに合わせた支援を提案する。外国人妊婦の外来診療に対するニーズ
調査では、外国人妊婦特有のニーズは主として母国と日本との言語の違い、医療体制の違い、習慣
の違いから生じていることが明らかになった（林・森，2002）。また、在日フィリピン人女性につ
いての報告（吉田ら，2009）では、育児期の各段階で子どもの成長に応じて経験する困難の内容が
異なるため、各段階で支援ニーズが異なることを考慮した継続的な支援を行うことが必要であると
述べている。先行研究からも、外国人妊婦特有のニーズは、母国と日本との言語の違いや医療体制
の違い、習慣の違いから生じていることが明らかになっている。
4.1 出産前の情報提供
出産前には、子育てや出産に関する情報提供が重要であることが示された。母国で出産した女性
はコミュニティサイトや SNS での情報収集を行い、母国の家族に出産に関する相談をしていた。
日本に知り合いや友人も少ない中で、日本在住の外国人が書き込むサイトにより情報収集や悩みを
相談し安心感を得ていることが見いだされた。日本の子育て制度を多言語で情報提供することや、
情報提供を紙媒体だけでなく、インターネット上の公開が有効であると考えられる。出産前に正確
な子育てや出産に関する情報を収集することにより、日本と母国のどちらで出産するか選択できる
のではないだろうか。また、母国で出産した外国人の中には、日本での出産が不安と感じているた
め、出産前の不安感を解消するためには、情緒的なサポートが必要であると考えられる。
4.2 帰国後の子育てサポート
近隣にいる義理の両親や親戚等から子育ての手助けを受けている外国人もいる一方で、周りに頼
れる家族がおらず夫と 2人もしくは自分ひとりで子育てをしている外国人もいた。母国にいる間は
家族からのサポートが大きいが、日本に帰国すると基本的に自分ひとりで育児をしている。そのた
め、出産後に子どもを見てくれるベビーシッターやレスパイトケアなどの子育て支援の社会的サー
ビスを望む語りが多かった。今回の分析からは、子育てサポートを受けられる環境づくりが必要で
あることが示された。
4.3 出産前・帰国後の保健師との関わり
本調査では、母国で出産した外国人の中で子育ての相談に保健師を挙げる人はいなかった。しか
し、保健師は、母子保健制度の中でも、母子手帳取得時の説明、乳児家庭訪問等子育てする母親と
の接点はいくつもある。母親教室に参加しなかった対象者の理由に、日本語がわからないからとい
った語りが多く見られた。また、そのような母親教室があることを知らない母親もいた。乳児家庭
訪問は、日本で出産した外国人に比べ母国で出産した外国人は訪問が少なかった。出産後 3ヶ月以
降に帰国した外国人は特に訪問が無かったとの声が挙がった。保健師の訪問もなく、そもそも保健
師自体を知らない外国人が殆どだった。外国人の子育て環境を改善するためには、保健師のアプ
ローチが不可欠である。多言語資料の配布や、訪問時の通訳の活用が必要であると考えられる。
母国で出産した外国人に対する母子保健研究
89
4.4 コミュニケーションに関するニーズ
子どもの救急時にどうしていいのかわからなかった、医師の言葉がわからない等の声が上がっ
た。そのため、医療現場での医療通訳が必要であると考えられる。
この課題については日本語教室、多言語資料、通訳派遣が必要と考える。通訳派遣に関しては、
病院での医療通訳が必要である。外国人母親向けの日本語教室に対するニーズがあった。子供は大
きくなるにつれて日本語を習得する一方で、外国人母親の日本語学習は難しい。
4.5 予防接種に関する課題
この課題については、母子手帳の多言語化が必要と考える。現在、母子手帳は多言語されている
ものの日本語の母子手帳を持っている人が殆どであった。特に、母国で出産した外国人女性は母子
手帳を 2冊持ち、予防接種を母国で受診する可能性があるため、母子手帳の外国版を受け取ること
により、この問題は解消されると考えられる。
4.6 母子手帳に関する課題
母子手帳を取得する際、保健師から説明を受ける。その際、保健師は、外国人母親に対しどこで
出産をするのかを聞く必要がある。保健師に母国で出産する旨を伝えた場合、その後の乳児家庭訪
問や帰国後の子育て支援につながることが可能になる。
4.7 保健師のアウトリーチ役割
保健師のアウトリーチがあらゆる方面で効果を発揮している一方で、外国人女性に保健師の役割
が周知されていない可能性がある。インタビューでは、外国人親が子どもの発達や小学校進学に不
安を抱えている語りが示された。外国人母親に対して、日本語のサポートが必要であり、日本語の
サポートは外国語版の資料や日本語教室が必要であり、保健師とソーシャルワーカーの連携も今後
の課題と考えられる。
5．考察
本調査を通して、外国人母親自身が理解できる言葉で書かれた子育てサービスについて説明して
いるものの必要性が明確となった。そのため、外国人母子が日本で安心して育児が出来るように、
手当てや日本の子育てサポート制度を紹介し、妊娠から育児までサポートを行う専門職である保健
師・助産師についても紹介する多言語パンフレット『日本で出産・子育てする外国人の妊婦さん
へ』（付録を参照）を多言語で作成し、外国人の妊婦のために配布する予定である。しかし、こう
した多言語パンフレットの作成は、外国人母親の情報提供には効果があるかもしれないが、仮にこ
の情報を基に保健師にアクセスする機会があったとしても、保健師とのコミュニケーションとの課
題は残る。そこで、こうした課題に対応するために、来年度は CHARM が助成金を申請して通訳
派遣のパイロット事業の立ち上げを行い、保健師に活用してもらえるように行政と交渉していく予
定である。そして最終的には、行政のほうで外国人母親の課題に対応した通訳派遣や多言語資料の
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作成などを実施してもらえるように、今後もソーシャルアクションを実施していく計画である。
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